
 

事業事前評価表 

   国際協力機構 地球環境部 環境管理・気候変動対策グループ 

１．案件名（国名）                            

国 名： バングラデシュ人民共和国（バングラデシュ）    

案件名： 大気質管理能力向上プロジェクト 

The Project for the Capacity Improvement for Air Quality Control 

     

２．事業の背景と必要性                      

（１） 当該国における大気環境管理セクターの開発の現状・課題及び本事業の位置付け 

バングラデシュでは、急速に進む都市化や工業化に伴い、都市部における大気汚染、水質

汚濁、廃棄物増加など、悪化する都市環境への対応が緊急の課題となっている。行政機関の

予算制約や行政官の能力不足等により、経済発展と環境保全の両立に向けた包括的なアプロ

ーチが取られておらず、環境行政の推進が喫緊の課題となっている。 

同国の 2021 年の PM2.5 濃度（全国年平均）は 76.9μg/m3と、世界保健機関（WHO）の

環境基準（5μg/m3）を大幅に超過し、世界で最も大気汚染が顕著な国となっている（IQ Air、

2021 年）。さらに、大気汚染に起因する死者数は約 12.3 万人（2017 年）にのぼるともいわ

れており（Health Effects Institute、2019 年）、国民の健康にも重大な影響が及んでいる。ま

た、PM2.5 の主要構成要素であるブラックカーボンは、一般的に二酸化炭素の 460～1,500

倍の温室効果を持つとされている。ブラックカーボンを含む短寿命気候汚染物質（Short-

Lived Climate Pollutants）は、地球温暖化の原因の最大約 45%を占めるとも指摘されており、

このような大気汚染は地球温暖化にも大きな負の影響を与えている（ Institute for 

Governance and Sustainable Development、2013 年）。 

バングラデシュ政府は、第 8 次 5 か年計画（2020-2025）において、PM2.5 濃度（年平均

値）を 2025 年までに 60μg/m3に抑えることを目標に掲げるなど、大気汚染対策を喫緊の課

題に位置付けている。同計画では、観測機器やデータベースを整備することでモニタリング

体制を強化し、対策が先行して進められているレンガ産業以外の排出抑制を目的とした政

策・制度の立案に取り組む必要があるとされているものの、現状では十分な対策は講じられ

ていない。また、「大気汚染にかかる情報収集・確認調査 報告書（2022 年 2 月）」では、政

策・制度を実行していく執行能力が環境・森林・気候変動省（MoEFCC）環境局（以下、「DoE」）

に不足していること、DoE と協力して大気汚染対策を実施すべき地方政府（ダッカではダッ

カ市役所）、バングラデシュ道路交通機構（BRTA）、ダッカ交通調整庁（DTCA）に大気環境

管理のための専門部署や担当者がいないこと等が報告されており、対策推進にあたっての組

織体制の課題も指摘されている。2022年 7月に制定・施行された大気汚染防止規則（APCR）

においても、DoE が国家大気質管理計画を策定する等の多くの責任を担う一方、地方政府や

BRTA の役割についても明記された。 

このような状況の下、バングラデシュ政府から我が国に対し大気環境管理分野の能力向上

を目的とした協力が要請された。この要請を受けて、本事業では、大気環境モニタリング・

発生源モニタリングに係る能力強化、及び大気汚染防止ガイドラインの策定・対策実施のた



 

めの基盤整備等を行うことにより、大気汚染防止規則（2022 年 7 月）の着実な実施とその

ための DoE の能力向上を図る。 

 

（２） 当該国に対する我が国及び JICAの協力方針等と本事業の位置づけ、課題別事業戦略

における本事業の位置づけ 

対バングラデシュ国別開発協力方針（2018 年 2 月）では、「経済成長の加速化」と「社会

脆弱性の克服」の両方の課題に取り組む方針が示されている。また、対バングラデシュ国

JICA 国別分析ペーパー（2023 年 3 月）において、都市機能強化・環境改善が重点分野に掲

げられ、大気環境管理分野において「関係機関の能力強化や移動発生源由来の大気質モニタ

リング等の支援を行う」方針としている。さらに 2023 年 3 月に岸田総理が発表した「自由

で開かれたインド太平洋（FOIP）のための新たなプラン」では取組みの柱「インド太平洋流

の課題対処」として、気候・環境分野が FOIP 協力の新たな力点に掲げられている。南アジ

ア地域の国際公共財である大気環境の改善にも貢献する本事業は、これらの方針に合致する。 

本事業は、環境管理分野における課題別事業戦略（JICA グローバル・アジェンダ）であ

る「JICA クリーン・シティ・イニシアティブ」のクラスター「環境規制及び汚染対策の適

正化を通じた健全な環境質の実現」に沿っている。同国においては、廃棄物管理やチョット

グラム市の水質汚濁対策に関する協力事業も実施中であり、特に 2003 年から包括的かつ段

階的に支援を行ってきた廃棄物管理分野における新規案件「ごみ減量化及び持続可能な社会

構築支援プロジェクト」とは一体的に事業を実施し、これまでの協力経験も活用しながらク

リーン・シティの実現に取り組む。 

また、本事業は適正な大気環境管理の推進を通じて都市環境向上に資するものであり、

SDGs ゴール 11「包摂的、安全、強靭で、持続可能な都市と人間住居の構築」、13「気候変

動とその影響への緊急の対処」に貢献すると考えられる。 

 

（３） 他の援助機関の対応 

世界銀行は、DoE に対し、2009 年以降、大気環境管理所轄部門の設立や、工場等の固定

発生源由来の大気汚染物質の排出実態を把握するための一般環境大気測定局の整備等を支

援してきた。その後、「バングラデシュ環境の持続性と変革（BEST）プロジェクト」（2023-

2028）において、大気汚染対策部門を含む DoE 全体の組織体制見直しや、地方事務所・研

究施設の建設等を実施中。また、同時に「Green climate-resilient プロジェクト」で国家大気

質管理計画の作成支援が実施されている。 

 

３．事業概要                             

（１） 事業目的 

本事業は、大気環境モニタリング・発生源モニタリングに係る能力強化、及び大気汚

染防止ガイドラインの策定・対策実施のための基盤整備等を行うことにより、環境局

（DoE）の大気環境管理能力強化及び大気汚染防止規則の施行強化を図り、もって大気

環境の持続的な管理を促進するもの。 



 

（２） プロジェクトサイト／対象地域名 

バングラデシュ全土 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：環境・森林・気候変動省（MoEFCC）環境局（DoE）の職員 

最終受益者：バングラデシュ全土（人口約 1 億 6,983 万人、2022 年） 

（４） 総事業費（日本側） 

約 3.7 億円 

（５） 事業実施期間 

2025 年 1 月～2029 年 1 月を予定（計 48 カ月） 

（６） 事業実施体制 

実施機関：環境・森林・気候変動省（MoEFCC）環境局（DoE） 

関係機関：地方行政・農村開発・協同組合省 地方行政局（LGD）、南ダッカ市役所（DSCC）、

北ダッカ市役所（DNCC）、チョットグラム市役所（CCC）、道路交通・橋梁省 道路交通

国道局（RTHD）、バングラデシュ道路交通機構（BRTA）、バングラデシュ科学産業研究

評議会（BCSIR）、バングラデシュ工科大学（BUET） 

（７） 投入（インプット） 

１）日本側  

① 専門家派遣：チーフアドバイザー／大気環境管理システム、大気質データ処理・分

析、大気質モニタリング、煙道排ガスサンプリング、煙道排ガスモニタリング計画、

固定発生源大気汚染対策、排ガス処理技術、啓発／人材育成 

② 研修員受け入れ： 本邦研修、第三国研修（受け入れ分野 大気環境管理） 

２）バングラデシュ国側 

① カウンターパートの配置 

② 案件実施のためのサービスや施設、現地経費の提供 

（８） 他事業、他開発協力機関等との連携・役割分担 

１）我が国の援助活動 

JICA は 2021 年から大気環境管理分野の協力検討を開始し、無償資金協力で自動車排

ガス測定局を整備予定であり、本事業では同機材も活用してデータ収集を行う予定。ま

た、DoE に環境管理アドバイザーを派遣し、環境管理行政（主に水質汚濁対策・廃棄物

管理）の改善に向けた能力強化を実施済みであり、同事業で得られた知見・経験・ネッ

トワークを活用して活動を展開する。 

・大気汚染にかかる情報収集・確認調査（2021 年 6 月～2022 年 2 月） 

・無償資金協力「大気汚染モニタリング機材整備計画」（協力準備調査実施中） 

・環境管理アドバイザー（2021 年 12 月～2023 年 11 月） 

２）他の開発協力機関等の援助活動 

世界銀行の支援により既に計 31 局の一般環境大気測定局が整備されており、同機材

を活用して本事業の活動を行う。また世界銀行が 2023 年から開始した BEST プロジェ

クトでは、大気汚染対策部門を含む DoE 全体の組織体制見直しや地方事務所・研究施



 

設の建設等を実施する予定としており、本事業にて大気環境モニタリング・発生源モニ

タリングに係る能力強化、及び大気汚染防止ガイドラインの策定・対策実施のための基

盤整備等を実施することで、DoE に対する一体的な能力強化が期待できる。さらに、

「Green climate-resilient プロジェクト」で国家大気質管理計画1の作成支援が行われて

おり、世界銀行による事業と連携して大気汚染防止規則の施行強化を図る。 

（９） 環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 

１）環境社会配慮  

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2022 年

1 月公布)上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

２）横断的事項： 

本事業で作成支援する行動計画に沿って大気汚染対策が実行されることにより、気候

変動対策（緩和策）に資する可能性がある。 

３）ジェンダー分類：【対象外】■（GI）ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件 

＜分類理由＞詳細計画策定調査にてジェンダー主流化ニーズが調査されたものの、ジェ

ンダー平等や女性のエンパワメントに資する具体的な取組について指標等を設定する

に至らなかったため。 

（１０） その他特記事項：特に無し 

 

４．事業の枠組み                                

（１） 上位目標： 

バングラデシュにおける大気汚染防止規則（2022 年 7 月）の効果的な実施を通じて、

大気環境の持続的な管理が促進される。 

指標及び目標値：優先対策地域における大気汚染対策行動計画に基づいて大気汚染対策

が実行される。 

（２） プロジェクト目標： 

環境局（DoE）の大気環境管理能力の向上及び主要ステークホルダーの関与を通じて、

大気汚染防止規則（2022 年 7 月）の施行が強化される。 

指標及び目標値： 

1. 作成した手順書やガイドライン、行動計画等が大気汚染防止規則の施行に活用される。 

2. 構築されたプラットフォームが大気汚染防止規則の施行に活用される。 

3. 優先対策地域における大気汚染対策行動計画の承認手続きが開始される。 

（３） 成果 

成果１：DoE の大気環境モニタリング及びデータ分析の能力が強化される。 

成果２：固定発生源のモニタリングの能力が強化される。 

成果３：主要セクターについて、大気汚染防止規則の修正に関する提言と大気汚染防止ガ

 
1 大気汚染防止規則（2022 年 7 月）において、DoEが国家大気質管理計画（National Air Quality 

Management Plan）を策定することが明記された。 



 

イドラインが策定される。 

成果４：大気汚染対策実施のための基盤が構築される。 

（４） 主な活動 

活動１：既存大気測定局のデータ処理・分析方法の改善、自動車排ガス測定局の維持管理、

汚染源の影響把握のためのデータ分析  

活動２：固定発生源モニタリングの標準作業手順書（SOP）の策定、SOP に基づくモニ

タリングの実施、持続的なモニタリング方策検討及びその行動計画の策定 

活動３：主要セクターの大気汚染防止対策ガイドライン策定及び普及啓発、ガイドライン

に基づいた DoE による立入検査の能力強化 

活動４：大気汚染対策優先地域の検討、優先地域における大気汚染対策行動計画の策定、

対策を進めるための関係機関の特定及び責任と役割の明確化、関係機関の連携を

促す基盤（プラットフォーム）の構築 

 

５．前提条件・外部条件                            

（１） 前提条件 

DoE が大気汚染防止規則を施行する意向に変更がない。 

（２） 外部条件 

既存大気測定局の運転・維持管理が DoE によって適切に実施される。自動車排ガス測

定局が本事業期間中に導入される。優先地域における大気汚染対策行動計画が大気汚染

防止国家委員会に受理される。 

 

６．過去の類似案件の教訓と本事業への適用                      

大気環境管理セクターの過去の類似案件（モンゴル国「ウランバートル市大気汚染対策能

力強化プロジェクト」など）に共通する考え方・方法論として、大気汚染対策の自律的な推

進が行われるために 4 つのステップ（①大気環境及び発生源の分析・評価、②大気汚染に係

る戦略・方針の決定、③大気汚染対策の策定・評価、④大気汚染対策の実施）から成る大気

環境管理サイクルの構築の重要性が挙げられる。また、大気汚染対策の推進にあたっては、

環境規制やモニタリングを所掌する環境保護部門に加えて、運輸交通やエネルギー管轄部門

を関係機関に含めるなど省庁横断的な取り組みを推進している。本事業においても、大気環

境管理サイクルに基づいた対策推進を目指し、大気環境モニタリング（成果１）・発生源モ

ニタリング（成果２）に係る能力強化、及び大気汚染防止ガイドラインの策定（成果３）を

行うと共に、地方政府や道路交通機構等を関係機関として事業実施体制に含め、成果４に「関

係機関の連携を促す基盤（プラットフォーム）」を構築する活動を設定した。 

 

７．評価結果                                    

本事業は、バングラデシュ国の開発課題・開発政策並びに我が国及び JICA の協力方針に

合致し、大気環境モニタリング・発生源モニタリングに係る能力強化、及び大気汚染防止ガ

イドラインの策定・対策実施のための基盤整備等を行うことにより、環境局（DoE）の大気



 

環境管理能力強化及び大気汚染防止規則の施行強化を図り、もって大気環境の持続的な管理

促進に資するものである。また、SDGs ゴール 11「包摂的、安全、強靭で、持続可能な都市

と人間住居の構築」、13「気候変動とその影響への緊急の対処」に貢献すると考えられるこ

とから、本事業の実施をする必要性は高い。 

 

８．今後の評価計画                                 

（１） 今後の評価に用いる主な指標      

４．のとおり 

（２） 今後の評価スケジュール    

事業開始３カ月以内  ベースライン調査   

事業終了３年後    事後評価    

 

 以上 


